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※本 Q&Aは、構成上、「市区町村の国民年金担当の職員の方向け」、「社会保険労

務士の方向け」と章立てしており、内容が重複する質問や回答があります。 

※「社会保険労務士の方向け」と整理されている質問であっても、市区町村の

国民年金担当の職員の方に業務の参考となる内容がありますので、ご確認を

お願いします。 
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１．市区町村国民年金担当の職員の方向け 

① 届出者が番号確認書類を持参していない場合には、本人からのマイナンバーの

提供が困難であるとして、基礎年金番号による届出を受け付けることは可能です

か？ 

   

（答） 平成 30 年３月５日以降、年金に関する各種手続きについては、原

則マイナンバーにより届書等を受理することとなりますが、マイナン

バーを保有していない者等のマイナンバーの提供が困難な者につい

ては、引き続き基礎年金番号を用いることができることとします。 

本人確認のための書類を持参していないことが直ちにマイナンバ

ーの提供が困難な場合に該当するものではなく、該当するか否かは

個別の状況により異なりますので、各市区町村において御判断の上、

特定個人情報の取扱い等に関するルールに則り、適切に御対応いた

だくようお願いします。 

（目次に戻る） 

 

② 市区町村では、日本年金機構においてマイナンバーが未収録かどうか個々

には確認できないため、住所変更等の報告の要否が判断できません。日本年

金機構に対し収録状況を確認することが必要なのでしょうか？ 

   

（答） 日本年金機構へのマイナンバーの収録状況の確認は、原則不要です。

ただし、以下の場合は、住所変更届等の報告をしていただくようお願

いします。 

・ マイナンバーを保有していない者の場合（短期在留外国人、海

外居住者等） 

・ 居所未登録者の住所判明時等、マイナンバーの指定が行われた

場合 

また、被保険者記録の確認等の目的で年金事務所等へ電話照会を行

った際に、マイナンバーの未収録者であることが判明した場合も住所

変更届等の報告をお願いします。 

なお、日本年金機構においてマイナンバーが未収録の者について、

住所変更等の報告が行なわれなかった場合は、未収録者の住所等の記

録が変更されません。したがって、日本年金機構では、第１号被保険

者の未収録者について、定期的に市区町村宛てに対象者をお知らせし

（平成 30 年 7 月以降に送付、以後、年 1 回提供予定）、その時点で市
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区町村の保有する情報との確認を行い、住所変更等の報告の必要が判

明した場合は、市区町村に国民年金関係報告書の提出をお願いする予

定としています。 

（参考） 

   ・ 第２号被保険者の未収録者については、事業主に未収録者一覧を

送付する予定。 

・ 第３号被保険者の未収録者については、ご本人に情報提供を行う

予定。 

（目次に戻る） 

 

③ 住所変更届等については平成 30年 3月から省略可能となる予定とのことで

すが、「平成 30 年 3 月 1 日付で市町村に提出された届出」から省略して良い

のでしょうか？ 

   

  （答） 住所変更届等の省略は、平成 30年３月５日以降に変更・死亡の事

実（住民票上の異動）があったものが対象となります。したがって、

例えば、３月４日に住所変更があり同月６日に市区町村に届け出た

場合は、年金関係の住所変更届は必要となります。 

（目次に戻る） 

 

④ 平成 29年 11月 8日付けの「情報連携の本格運用開始に関するＱ＆Ａ」に、

「本人からの申請等による事務で、各制度の個別法令においてマイナンバー

を記載・提出することとされているものについて、…原則として本人からマ

イナンバーの提供を受けるべき。」とありますが、市区町村の職員がマイナン

バーを補記することはできないのでしょうか？ 

 

  （答） 御指摘の内閣官房・総務省作成の「Q&A」の回答は、法令上マイナ

ンバーの記載が義務づけられている申請等について情報連携を行う

場合の取扱いを示したものと思われます。 

国民年金事務の場合は原則マイナンバーとしていること、また、

国民年金事務において、市区町村が情報提供ネットワークシステム

を通じた情報の照会を行うことは厚生労働省としては想定していな

いことから、内閣官房・総務省作成の「Q&A」で整理されている上記

の取扱いが、そのまま当てはまるものではありません。しかしなが

ら、市区町村の職員によるマイナンバーの補記については、番号利

用法の趣旨を踏まえた上で、各市区町村にて適切に御対応いただき
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ますようお願いします。 

（目次に戻る） 

 

⑤ 市区町村の職員がマイナンバーを補記する場合の法令上の根拠は何でしょ

うか？ 

 

  （答） 市区町村の職員が、住民基本台帳から当該市区町村の住民のマイ

ナンバーを取得する場合は、住民基本台帳法第１条に基づき行うこ

ととなります。 

職員による補記については、上記⑤の回答も踏まえ、各市区町村

における特定個人情報の取扱い等に関するルールに則り、適切にご

対応いただきますようお願いします。 

（目次に戻る） 

 

⑥ 平成 30年３月から、日本年金機構への報告は原則マイナンバーにより行う

とのことですが、本人がマイナンバーでの届出を拒否し、基礎年金番号で受

け付けた場合も同様なのでしょうか？ 

 

  （答） 本人がマイナンバーでの届出を拒否し、基礎年金番号で受け付け

た場合でも、市区町村から日本年金機構への報告は原則としてマイ

ナンバーで行うようお願いいたします。 

ただし、当該届書等を送付することによって報告いただく場合に

は、マイナンバーを補記せず、基礎年金番号で報告いただいても構

いません。 

なお、本人がマイナンバーでの届出を拒否していることを、日本

年金機構に報告いただく必要はありません。 

（目次に戻る） 

 

⑦ 平成 30年３月から、日本年金機構への報告は原則マイナンバーにより行う

とのことだが、マイナンバーにより報告を行えるとする法令上の根拠は何で

しょうか？ 

 

  （答） 法定受託事務や協力連携事務における市区町村の立場は、番号利

用法第９条第１項における「法令の規定により事務の全部又は一部

を行うこととされている者」又は「事務の全部又は一部の委託を受

けた者」に該当し、番号利用法における個人番号利用事務実施者と
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解されることから、厚生労働大臣（日本年金機構）との間で特定個

人情報を共有することは、番号利用法においても前提とされている

ものと考えられます。 

（目次に戻る） 

 

⑧ 「ねんきん加入者ダイヤル」など、市区町村から日本年金機構に対して電

話照会を行う際に、マイナンバーにより照会することは可能なのでしょう

か？ 

 

  （答） 「ねんきん加入者ダイヤル」など、市区町村から日本年金機構へ

の電話照会については、情報セキュリティの観点からマイナンバー

による照会はできないこととしています。従来どおり基礎年金番号

により照会いただくようお願いします。 

（目次に戻る） 

 

⑨ 国民健康保険の被保険者資格の喪失情報など、市区町村が国民年金以外の

業務においてマイナンバーによる情報連携で取得した情報を、 国民年金の業

務で用いることは可能なのでしょうか？ 

 

  （答） 国民健康保険業務において情報連携で取得した情報について、国

民年金業務においても当該取得した情報を用いて国民年金第１号被

保険者の資格取得処理を行えることとするかどうかの判断は、市区

町村内での情報の移転（国民健康保険業務から年金業務への移転）

にあたることから、各市区町村でご判断いただくことと考えており

ます。 

なお、庁内連携を行う場合は、条例を定め、特定個人情報保護評

価を行う等の手続きが必要となります。 

（目次に戻る） 

 

⑩ 機構からの納付書未送達者一覧表の送付及び転出先等の調査は引き続き実

施するのでしょうか？ 

 

  （答） 住所変更の届出省略実施後も、従来どおり納付書未送達者一覧表

を送付しますので、転出先等の調査については、引き続きご協力を

お願いします。 

（目次に戻る） 
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⑪ DV・虐待等被害者についても、日本年金機構においてマイナンバーが収録

されていれば、J-LISから取得する情報に基づいて、住所変更等の処理がされ

てしまうのでしょうか？ 

 

  （答） DV・虐待等被害者であっても、氏名変更・死亡については、J-LIS

から取得する情報に基づき日本年金機構において変更の処理を行い

ます。 

ただし、住所変更は秘密保持の観点から、DV・虐待等被害により

基礎年金番号を変更した者については、J-LIS から取得する情報に

基づく処理は行わず、住所変更届の提出を引き続き求めることとし

ます。 

（目次に戻る） 

 

⑫ DV・虐待等被害者で、市区町村にて自動応答不可フラグや不開示該当フラ

グを設定している者については、情報連携が行えず、添付書類が省略できな

いことが想定されますが、その場合は受付時に必要な書類の添付を求めなけ

ればならないのでしょうか？ 

 

  （答） 市区町村窓口において、届出者が DV・虐待等被害者であるため他

機関への情報連携を行わない者であることを把握できる場合には、

届書等の受付時に、必要な（＝情報連携できないために省略されな

い）添付書類の提出を求めていただくようお願いします。 

ただし、国民年金保険料免除・納付猶予の申請、学生納付特例の

申請を市区町村で受付する場合は、市区町村において世帯状況の確

認及び「市町村確認書」に所得の証明を行うとともに、省略されな

い書類を添付した上で日本年金機構に申請書を送付してください。 

（目次に戻る） 

 

⑬ 受給権者の氏名変更届について、届出不要となるとのことだが、新氏名で

の証書は自動的に対象者へ送付されるのでしょうか？ 

 

  （答） 年金証書については、証書の再交付を促すため、住基ネット情報

により氏名変更処理を行った者に対して、機構より旧証書の返納及

び新証書の交付に関する勧奨状を送付します。 

（目次に戻る） 
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⑭ 未支給年金の請求について、死亡者と請求者が同世帯である場合、死亡者

のマイナンバー記載があれば、請求者のマイナンバー記載はなくても住民票

の添付を省略することは可能でしょうか。 

 

  （答） 生計同一関係については、死亡者のマイナンバーをキーとして J-LIS

に「同一住所者のマイナンバー」を照会し、取得した「同一住所者の

マイナンバー」をキーとして情報提供ネットワークシステムに「世帯

番号」を照会のうえ、同一世帯を判定します。そのため、死亡者と請

求者が同世帯である場合、死亡者のマイナンバーが記載されていれば、

請求者のマイナンバーが記載されていなくても住民票の省略は可能で

す。 

上記でお示ししている生計同一関係を証明するための書類としての

住民票については、日本年金機構が、情報連携（情報提供ネットワーク

システムを利用した各種照会）を行うことにより世帯情報を取得するこ

とで省略が可能となるものです（市町村の国民年金窓口で、マイナンバ

ーを活用した情報連携を行う事務は、厚生労働省として想定しておりま

せん。）。 

したがって、日本年金機構が、情報連携を開始する日（未定）までは、

省略することができません。 

（目次に戻る） 

 

⑮ 市区町村における国民年金関係の業務において、他の行政機関等に対して、

マイナンバーによる情報照会を行うことはあるのでしょうか？ 

 

  （答） 国民年金関係業務において、市区町村（国民年金担当）が他の市

区町村や行政機関に対して、情報提供ネットワークシステムを通じ

た情報の照会を行うことについては、厚生労働省としては想定して

おりません。 

ただし、各市区町村の判断で行うことを妨げるものではありませ

ん。 

（目次に戻る） 
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⑯ 共済組合等から支給されている年金についても氏名変更届は不要となるの

でしょうか。 

 

  （答） 共済組合等の情報は自動で更新されません。共済組合等から支給

されている年金については、別途、共済組合等へ手続きが必要です

ので年金を支給している共済組合等へお問い合わせていただくよう

ご案内ください。 

（目次に戻る） 
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２．社会保険労務士の方向け（マイナンバー取扱い開始関連） 

Ａ．住所変更届関係 

2.A① 日本年金機構から地方公共団体情報システム機構（J-LIS）への異動情

報の照会は、どのようなタイミングで、どの程度の頻度、行われるのですか？ 

   

（答） 住所変更、氏名変更の届出省略にかかる地方公共団体情報システム

機構（J-LIS）からの異動情報の取得は、月に１回実施することとし

ています。概ね、毎月上旬に機構から J-LISに照会を行い、前月の照

会時点から当月の照会時点までの間に更新された異動情報を取得す

ることとしています。日本年金機構の社会保険オンラインシステム上

の記録の更新については、取得した異動情報に基づき、毎月中旬から

下旬にかけて処理を実施することとしています。 

（目次に戻る） 

 

2.A② 平成 30年３月４日以前に氏名・住所変更があったのですが、平成 30年

３月５日以降、氏名・住所変更届が省略されており、このような場合も変更

手続きは不要となるのでしょうか？ 

   

（答） 氏名・住所変更届の省略は、平成 30 年３月５日以降の変更に対し

て有効となります。平成 30 年３月４日以前に氏名・住所変更があっ

た場合は、これまでどおり、届書の提出をお願いします。 

平成 30年３月５日に施行された「厚生年金保険法施行規則等の一部

を改正する省令」において、「日本年金機構が J-LIS から届書等に係

る本人情報（氏名、性別、生年月日、住所）の提供を受けることがで

きない時に限り、提出を求める」と規定されているため、基礎年金番

号とマイナンバーが紐付いている方について、届書の省略が可能とな

るのは、平成 30年３月５日以降に実施可能となっています。（したが

って、平成 30 年３月４日以前に氏名・住所変更があった方について

は、省略の対象外となります。） 

（目次に戻る） 

 

2.A③ 届書にマイナンバーが記載されていない場合、基礎年金番号や４情報

（氏名、性別、住所、生年月日）に基づき、基礎年金番号とマイナンバーが

紐付けられるものと理解しています。届書に記載された住所情報にマンショ

ン名等の記載がなかった場合、（日本年金機構が J-LISに照会することとなる）
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住民票上の住所情報と、日本年金機構に提出された届書に記載された住所情

報が異なることになります。このような場合、情報が異なることとなるため、

基礎年金番号とマイナンバーの紐付けはなされないのでしょうか？ 

   

（答） 届書に記載された住所情報のうち、部屋番号が一致していた場合は、

マンション名等の記載がなくても、誤りとは判定せず、基礎年金番号

とマイナンバーの紐付けを行っています。 

（目次に戻る） 

 

2.A④ 住所変更届の省略は、資格取得時に個人番号を届出た被保険者のみに適

用されるのでしょうか？基礎年金番号のみで届出たものについては、適用さ

れないのでしょうか？ 

   

（答） 基礎年金番号とマイナンバーが紐付いている被保険者について、住

所や氏名の変更届の省略が可能となります。したがって、必ずしも、

資格取得時にマイナンバーを届出た被保険者のみに対して適用され

るものではありません。 

（目次に戻る） 

 

2.A⑤ 居所の登録について、届出は電子申請可能でしょうか。また、居所登録

を取り消す方法はどのようなものでしょうか？ 

   

（答） 居所の登録のための届出は、住所変更届の様式を用いて紙媒体にて

行っていただくこととしています。電子申請対応をする予定はありま

せん。 

    一旦、居所登録をされた方が、再び住民票上の住所に登録を変更さ

れる場合は、住所変更届の様式を用いて届出ていただく必要がありま

す。 

（目次に戻る） 

 

2.A⑥ 平成 30 年３月５日よりも前に居所登録をされていた人は、何も手続き

をしなくて良いのでしょうか？手続きを行わなかった場合、住所情報はどう

なるのでしょうか？ 

   

（答） 以前に居所登録をされていた方については、改めて、住所変更届の

様式を用いて紙媒体で、居所登録をしていただくよう、お願いします。 
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   改めて、居所登録をされなかった場合は、今後、住民票上の住所に異

動が発生すると（現住所 A 市、居所住所 B 市、新住所 C 市の場合）、

日本年金機構にて保有している住所情報は、日本年金機構が J-LISに

情報照会を行うタイミングで、上書きされます（日本年金機構にて保

有している住所情報：居所住所 B市→新住所 C市）。 

（目次に戻る） 

 

2.A⑦ 海外赴任者が帰国し、新しくマイナンバーが付番された場合、住所登録

の取扱いはどうなるのでしょうか？ 

   

（答） 海外赴任者が帰国し、新たにマイナンバーが付番された場合は、個

人番号等登録届により、マイナンバーを登録いただくとともに、住所

変更届により帰国後の住所を登録していただく必要があります。 

（目次に戻る） 

 

Ｂ ．氏名変更届関係 

2.B① 日本年金機構から地方公共団体情報システム機構（J-LIS）への異動情

報の照会は、どのようなタイミングで、どの程度の頻度、行われるのですか？ 

   

（答） 住所変更、氏名変更の届出省略にかかる地方公共団体情報システム

機構（J-LIS）からの異動情報の取得は、月に１回実施することとし

ています。概ね、毎月上旬に日本年金機構から J-LIS に照会を行い、

前月の照会時点から当月の照会時点までの間に更新された異動情報

を取得することとしています。日本年金機構の社会保険オンラインシ

ステム上の記録の更新については、取得した異動情報に基づき、毎月

中旬から下旬にかけて処理を実施することとしています。 

（目次に戻る） 

 

2.B② 日本年金機構において、基礎年金番号とマイナンバーの紐付けがされて

いる者については、氏名変更届、住所変更届は不要となりますが、このよう

な者が健康保険について、協会けんぽに加入している場合、新しい氏名の保

険証が新しい住所に自動的に送られてくるのでしょうか？ 

   

（答） これまでと同様、新しい保険証は事業主へお送りしますので、事業

所からお受け取りください。 

（目次に戻る） 
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2.B③ 上記②のような場合に、被扶養者も同時に氏名変更があった際には、新

しい氏名の保険証が、新しい住所に送られてくるのでしょうか。 

   

（答） 被扶養者の氏名変更届は、省略の対象外ですので、届出が必要とな

ります。（住所変更は、保険証発行の契機になりません。） 

（目次に戻る） 

 

2.B④ 氏名変更届の省略は、資格取得時に個人番号を届出た被保険者のみに適

用されるのでしょうか？基礎年金番号のみで届出たものについては、適用さ

れないのでしょうか？ 

   

（答） 基礎年金番号とマイナンバーが紐付いている被保険者について、住

所や氏名の変更届の省略が可能となります。したがって、必ずしも、

資格取得時にマイナンバーを届出た被保険者のみに対して適用され

るものではありません。 

（目次に戻る） 

 

Ｃ ．被扶養異動届関係 

2.C① 今回の様式変更で、基礎年金番号欄が個人番号又は基礎年金番号となり

ました。この取扱いは、被保険者と配偶者である被扶養者にも適用されると

考えています。この場合、配偶者以外の被扶養者（基礎年金番号を持たない

被扶養者を想定）の手続きを進めるには、個人番号の記載が求められること

になります。この対応は、特に、出生児の健康保険証の発行手続きの際に、

トラブルになることが多いと考えられますが、日本年金機構では、電子申請

時における個人番号の取扱いを、どのように整理されているのでしょうか？ 

 

  （答） 出生届時にマイナンバーの払い出しがされるため、マイナンバーを

記載いただくことは可能と考えておりますが、届書提出時点でマイナ

ンバーが不明である場合は、備考欄に「出生のため、マイナンバーが

不明」であることを記載し、提出いただくよう、お願いします。 

（目次に戻る） 
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2.C② 配偶者以外の被扶養者の個人番号はブランクで届出た場合に、どのよう

な取扱いとなるのでしょうか？４情報（氏名、性別、住所、生年月日）が記

載されているため、個人番号がブランクでも、基礎年金番号と個人番号の紐

付けができると考えていますが、間違いないでしょうか？また、第３号被保

険者に該当しない配偶者の場合、個人番号ではなく、基礎年金番号を記入し

てもよいのでしょうか？ 

 

  （答） マイナンバーがブランクの場合でも、４情報での確認が可能な場合

は、届書を返戻しません。 

    国民年金第３号被保険者に該当しない配偶者の場合、健康保険法施行

規則第 38条により、マイナンバーの記載が必要となります。 

なお、医療保険者が健康保険組合の場合は、情報の確認方法が異な

るため、返戻する場合がございます。 

（目次に戻る） 

 

2.C③ 出生後、個人番号の通知まで約３週間程かかると思われますが、急ぎ、

健康保険証が必要な出生児の場合は、どのように手続きすればよいでしょう

か？ 

   

（答） 上記 2.C①の回答をご確認ください。 

（目次に戻る） 

 

2.C④ 旧様式と新様式の併用期間がありますが、旧様式の被扶養者異動届を用

いる場合、配偶者以外の被扶養者のマイナンバーは記載不要でしょうか？必

要な場合は、どこに記載すればよいでしょうか？電子申請の一括申請におい

ても同様の対応となるでしょうか？ 

   

（答） 旧様式により届出をされる際にも、マイナンバーの記載が必要とな

ります。マイナンバーの記載は、備考欄等に記載をお願いします。電

子申請の一括申請の対応については、上記 2.C①の回答をご確認くだ

さい。 

（目次に戻る） 
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2.C⑤ 配偶者以外に、親を扶養している場合について、基礎年金番号を有して

いると考えられますが、この場合でも個人番号の記載が必要なのでしょう

か？ 

   

（答） 国民年金第３号被保険者に該当しない配偶者の場合、健康保険法施

行規則第 38条により、マイナンバーの記載が必要となります。 

  なお、医療保険者が健康保険組合の場合、記載が必要です。 

（目次に戻る） 

 

D．個人番号変更届関係 

2.D① 被保険者本人が提出する「個人番号変更届」とは、どのようなもので、

どこからダウンロードできるのでしょうか？ 

   

（答） 以下の URLよりダウンロードください。 

http://www.nenkin.go.jp/mynumber/kikoumynumber/1224.files/m38_kojinba

ngouhenkoutodoke.pdf 

 

（目次に戻る） 

 

2.D② 海外赴任者が帰国し、新しく個人番号が付番された場合、個人番号変更

届により、基礎年金番号と個人番号の紐付けができるのでしょうか？ 

   

（答） 海外赴任者が帰国し、新たに個人番号が付番された場合は、「個人

番号変更届」ではなく、「個人番号等登録届」により、個人番号を登

録いただくことで、基礎年金番号と個人番号の紐付けが行えます。な

お、帰国後の住所については、住所変更届により登録していただく必

要があります。 

（目次に戻る） 

 

 

 

 

 

 

 

 

http://www.nenkin.go.jp/mynumber/kikoumynumber/1224.files/m38_kojinbangouhenkoutodoke.pdf
http://www.nenkin.go.jp/mynumber/kikoumynumber/1224.files/m38_kojinbangouhenkoutodoke.pdf
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2.D③ 「個人番号変更届」を活用して、まず取得手続き等を行い、健康保険証

を交付することを優先し、後日、個人番号を届出るといった取扱いは取れな

いのでしょうか？（特に配偶者以外の被扶養者について） 

   

（答） 「個人番号変更届」は、被保険者の方が、何らかの理由により、ご

自身の個人番号を変更された場合に、変更された事を日本年金機構に

お知らせいただくための届書です。したがって、ご質問のような趣旨

でご利用いただけません。 

（目次に戻る） 

 

2.D④ 「個人番号変更届」には、連記で、複数名を一回で登録する書式はあり

ますか？「個人番号変更届」は電子申請可能ですか？ 

   

（答） 「個人番号変更届」をご利用になられるケースは稀と考えており、

連記で登録する書式はご用意していません。また、電子申請対応する

予定もありません。 

（目次に戻る） 

 

E．その他 

2.E① CSV 方式で複数名の資格取得届を提出した場合、その中の１人が、もし

個人番号不備等で要確認となった際には、他の全員分の取得手続が止まって

しまうのでしょうか？ 

   

（答） 電子申請（CSV方式）で申請された場合は、個別の被保険者毎に返

戻することが可能であり、電子媒体で申請された場合においても、個

別の被保険者毎に返戻が可能です。なお、紙媒体で申請された場合は、

今までどおり１枚単位での返戻となります。 

（目次に戻る） 
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2.E② 第３号被保険者の本人確認について、事業主が厚生年金被保険者に委託

しているか否かは、どのようにして判断されるのでしょうか？「配偶者に委

任します」欄のチェックが入っていないことを見て、判断するのでしょうか？ 

   

（答） ３号被保険者関係届の「配偶者に委任します」欄のチェックについ

ては、３号被保険者が事業主への提出を配偶者（厚生年金の被保険者）

に委任する場合に、委任状の代わりとして使用するものです。その場

合、番号法上の本人確認は、事業主が行うこととなります。 

   また、事業主が本人確認の事務を従業員である配偶者（厚生年金の被

保険者）に委託する場合は、委任状は必要ありませんので、チェック

は不要となります。 

   配偶者への委任の確認は、本人確認を行う事業主にて行っていただく

ものであるため、日本年金機構では、特段、審査を行っておりません。 

（目次に戻る） 

 

2.E③ 届書作成プログラムの画面では、「健康保険被扶養者（異動）届（国民

年金第３号被保険者関係届）」において、紙の様式にはある、①「届書記入の

個人番号（基礎年金番号）に誤りがないことを確認しました。」、②「※第３

号被保険者関係届の提出は配偶者（第２号被保険者に委任します□」、という

記載がありません。理由は何故でしょうか？ 

   

（答） 届書作成プログラムについては、事業主又は社会保険労務士の方が

入力するものであるため、第３号被保険者自らが入力していただくこ

とを想定していません。したがって、委任状を兼ねる様式とする必要

性がないため、ご質問の①及び②の欄を設けておりません。 

      （目次に戻る） 

 

2.E④ 被保険者や、第３号被保険者である配偶者は、個人番号記載により、氏

名変更届等が省略となるのに対して、それ以外の配偶者や、子や親、障害者

である被扶養者については、マイナンバーを記載していても、氏名変更届等

が省略とならないのは何故でしょうか？ 

   

（答） 日本年金機構では、基礎年金番号とマイナンバーを紐付けることに

よって、マイナンバーに基づく届出省略を実施しています。健康保険

の被扶養者や 70 歳以上の健康保険のみの被保険者等については、基

礎年金番号による管理を行っていないため、届出省略の対象外となっ
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ています。なお、被扶養者のマイナンバーについては、健康保険法施

行規則上、届出事項となっているため、被扶養者異動届等に記載をお

願いしております。 

（目次に戻る） 

 

2.E⑤ 協会けんぽでは、個人番号による連携（住所変更や氏名変更情報の更新）

がなされていないのでしょうか？ 

   

（答） 健保厚年又は船保厚年の被保険者であれば、氏名変更、住所変更届

の省略の対象となり、日本年金機構が J-LISに異動情報を照会し、得

た異動情報に基づき、日本年金機構にて、氏名、住所情報を変更しま

す。変更された情報は、協会けんぽに提供することとしています。 

（目次に戻る） 

 

2.E⑥ 個人番号は記載必須事項でしょうか？ 

   

（答） 法令上、「個人番号又は基礎年金番号」と規定していますが、原則、

個人番号で届出をしていただくよう、お願いします。 

（目次に戻る） 

 

2.E⑦ 個人番号を記載することによって、省略できる事項、省略できる書類は

なんでしょうか？ 

   

（答） マイナンバーを記載いただくことで、基礎年金番号と個人番号の紐

付けが進み、その結果、住所変更届、氏名変更届が省略することが可

能となります。 

また、実施時期は未定ですが、日本年金機構にてマイナンバーを利用

し、情報提供ネットワークを介して情報連携を開始することにより、

住民票や所得証明書の添付書類が省略可能となります。一方、身分関

係を確認するための戸籍謄（抄）本や（死亡）診断書等は省略できま

せん。 

（目次に戻る） 
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３．社会保険労務士の方向け（システム変更関連） 

Ａ．社労士コード関係 

3.A① 紙の様式だけでなく、単票形式も社会保険労務士登録番号（旧・社会保

険労務士コード）記載欄がないのでしょうか？ 

   

（答） 単票形式も、社会保険労務士登録番号（旧・社会保険労務士コード）

の記載欄はありません。 

（目次に戻る） 

 

3.A② 平成 30年３月５日から、CSV形式８桁の社会保険労務士登録番号を使用

することとなっていますが、旧様式の際に用いていた４桁の番号を入力して

提出すると、どうなるのでしょうか？ 

   

（答） 新様式で申請された電子申請データにおいて、社会保険労務士登録

番号が４桁で入力されている場合、エラーとなり、返戻させていただ

きます。 

（目次に戻る） 

 

3.A③ 旧様式と新様式の併用期間において、電子の一括申請等で CSV方式の旧

様式で届出る場合、社会保険労務士コードは４桁のままで良いのでしょう

か？ 

   

（答） 旧様式で提出される場合は、今まで通り、社会保険労務士コード４

桁を設定してください。 

（目次に戻る） 

 

Ｂ ．フォーム併用受付関係 

3.B① 平成 30 年３月５日以降、新しい磁気媒体届書作成プログラムで作成し

た CSVしか受け付けないのでしょうか？ 

   

（答） 電子申請については、当分の間（平成 30 年内を想定）は、新様式

と旧様式の受付を可能とする予定です。その後については、旧様式の

受付状況等を踏まえて、対応を判断してまいりたいと思いますが、可

能な限り、速やかに新様式への移行をお願いします。 

（目次に戻る） 
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3.B② 一括電子申請や磁気媒体申請で、旧様式で提出する場合、仕様チェック

プログラムのバージョンは、「ver11」ではなく、旧様式対応の「ver10」を使

うのでしょうか？ 

   

（答） 旧様式で提出いただく場合には、新様式対応の「ver11」ではなく、

旧様式対応の「ver10」をご利用ください。 

（目次に戻る） 

 

3.B③ CSV 方式における連番管理はなくなりますか？連番管理が継続される場

合、平成 30年３月５日以降は、001から再付番になりますか？ 

   

（答） 連番管理（媒体通番）は継続して設定いただきますよう、お願いし

ます。平成 30 年３月５日以降であっても、再付番せず、継続した番

号での提出をお願いします。 

（目次に戻る） 

 

3.B④ 旧様式と新様式の併用期間が設けられていますが、電子申請については

どうなるのでしょうか？e-Gov直接入力、一括申請、APIの３つの場合につい

て、具体的な取扱いはどうなりますでしょうか？ 

   

（答） 電子申請については、当分の間は、新様式と旧様式の受付を可能と

する予定です。その後については、旧様式の受付状況等を踏まえて、

対応を判断してまいりたいと思いますが、可能な限り、速やかに新様

式への移行をお願いします。 

（目次に戻る） 

 

3.B⑤ 旧様式と新様式の併用期間はいつまでの予定でしょうか？ 

   

（答） 電子申請については、当分の間（平成 30 年内を想定）は、新様式

と旧様式の受付を可能とする予定です。その後については、旧様式の

受付状況等を踏まえて、対応を判断してまいりたいと思いますが、可

能な限り、速やかに新様式への移行をお願いします。 

（目次に戻る） 
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Ｃ ．フォーム記載規則・制限関係 

3.C① 資格取得届や被扶養者異動届で、氏名欄とフリガナ欄の桁数はいくつで

すか？電子申請でも同じですか？ 

   

（答） 各欄の桁数は以下のとおりです。電子申請についても同様です。 

 単票式 CSV形式 

資格取得届 氏名欄   １２桁 氏名欄   １２桁 

フリガナ欄 １６桁 フリガナ欄 ２５桁 

被扶養者異動届 

（被保険者・被扶養

者共通） 

氏名欄   １２桁 氏名欄   １２桁 

フリガナ欄 ２５桁 フリガナ欄 ２５桁 

 

（目次に戻る） 

 

3.C② 外国人で桁数を超える名前の場合、どのように入力すればよいのでしょ

うか？従来通り、最後に記入するミドルネームで調整するのでしょうか？ 

   

（答）従前からの取扱いに変更はありません。 

（目次に戻る） 

 

3.C③ ミドルネームで調整した場合、住民票上の氏名情報と不一致とならない

のでしょうか？ 

   

（答） 日本年金機構では、住民票上の氏名と年金の事務で使用する氏名（カ

ナ氏名）をそれぞれシステムで管理することにしています。日本年金

機構において、通常の事務で使用する氏名は、システムの制約により

桁数が超過する場合、ミドルネームなどで桁数の調整を行いますが、

これとは別に住民票上の氏名を、日本年金機構のシステムで管理する

こととしていますので、特に問題は生じないものと考えています。 

（目次に戻る） 
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Ｄ ．二以上勤務関係 

3.D① 二以上勤務者について、今までは紙の申請でしたが、電子申請対応にな

るのでしょうか？ 

   

（答） 電子申請対応の予定はありませんので、引き続き、紙での届出をお

願いします。 

（目次に戻る） 

 

3.D② 「届書作成プログラム」に二以上勤務者のチェックが入るようになって

いますが、これにチェックすれば、別途、紙又は電子で申請しないでも良い

のでしょうか？ 

   

（答） 「届書作成プログラム」に、二以上勤務者のチェックが入れられる

ようにはなっていますが、二以上勤務者に関する手続きは、紙での届

出をお願いします。 

（目次に戻る） 

 

Ｅ ．その他 

3.E① 今回の制度変更、システム変更に伴う質問等は、どこに問合わせをすれ

ば良いでしょうか？ 

   

（答） 制度変更については厚生労働省年金局か、お近くの年金事務所へ、

システム関係のご質問はヘルプデスクにお問い合わせください。 

 

＜参考＞日本年金機構ホームページ 

 http://www.nenkin.go.jp/denshibenri/setsumei/20140401.html 

 

（目次に戻る） 

 

3.E② 健保組合によっては、「届書作成プログラム（Ver17.00）」に対応してい

ない組合もある。電子での決定通知書の場合は、ダウンロードできるので問

題ありませんが、第二水準の「髙」等は表示されず、紙での決定通知を送付

してもらうこととなります。ところが、旧バージョンの届書作成プログラム

は、電子申請は可能であるが、別送はされないという問題があります。この

場合、どのように対応してもらえるのでしょうか？ 

   

http://www.nenkin.go.jp/denshibenri/setsumei/20140401.html
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（答） 健康保険組合にお尋ね頂くこととなりますが、健康保険組合におい

ても基幹システムのシステムベンダー等に確認することが想定され

ますので、ご回答までにお時間を頂く場合が想定されます。 

（目次に戻る） 

 


